
R7.5.1以降に当初契約を行うときの作成対象及び「番号28 工事契約書作成支援ツール」で作成可能な様式一覧表

番号 様式の名称 番号28で 備考
建設工事契約関係様式 作成可能

【余裕期間制度関係】 様式-1
 工事開始日通知書 R2.4.1からの契約
建設工事請負契約書 （ 単体用 ）
 【R5.1.1〜】
建設工事請負契約書 （ 共同企業体用 ）
 【R5.1.1〜】
建設工事請負【 仮 】契約書 （ 単体用 ）
 【R5.1.1〜】
建設工事請負【 仮 】契約書 （ 共同企業体用 ）
 【R5.1.1〜】
大分県公共工事請負契約約款
 【R7.4.1〜】 ： 通 常
大分県公共工事請負契約約款
 【R7.4.1〜】： 債 務

現場代理人等通知書・下請計画書
 【R7.4.1〜】

10-1 実務経験証明書【R3.1.1〜】

10-2 請負代金内訳書（土木関係工事）【R3.4.1〜】 ▲

10-3 請負代金内訳書（建築関係工事）【R3.4.1〜】 ▲

11 工程表【R3.4.1〜】 ▲ 表題部のみ

12 建退共証紙購入（当初・変更）申告書【R3.10.1〜】 ▲ 当初のみ

27 請求書【R3.4.1〜】 ▲ 前払金のみ
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契約保証の額及び前金払の割合に係る特約条項

現場代理人兼務届

専任を要する主任技術者の兼任届

建設業法第26条第3項第2号(専任特例2号)の規定の適用を受ける監理技術
者の兼務届

9-13

建設業法第２６条の５）省令17条の5に基づく人員の配置を示す計画書

専任を要する監理技術者の兼任届

建設業法第26条第3項第1号(専任特例１号)の規定の適用を受ける主任(監
理)技術者の兼務届
建設業法第26条第3項第1号(専任特例１号)省令17条の2に基づく人員の配
置を示す計画書

建設業法第２６条の５の規定の適用を受ける営業所技術者等の兼務届

法第13条第1項及び省令第7条に基づく書面（公共機関用）

課税（免税）事業者届出書【R3.4.1 〜】
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入札時に提出した
入札金額内訳書に

法定福利費の金額を
記載しているときのみ


